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（平成 21 年 11 月 2 日受付）

要旨：目的：勤労者の精神的健康の保持増進支援の一環として開発したインターネットによるス
トレスチェックシステム“MENTAL-ROSAI”の結果報告書に，自動個別化された結果説明や保
健指導コメントを付加することによるストレス症状およびストレス要因の改善効果を検討した．

対象と方法：コンピュータ関連企業 A 社の従業員 546 名を対象に MENTAL-ROSAI を用いた
調査を実施した．第 1 回調査時に精神疾患で通院中または CES-D≧16 点で抑うつ状態の疑われる
者を除いた男性 317 名を，レーダーチャートや箇条書きで簡潔に個別結果報告を提示するチャー
ト群（n＝161）と，それに結果の説明や改善点の保健指導コメントを付加したコメント群（n＝156）
にランダムに分類し，2 カ月後の健康度（抑うつ度，ストレス反応）と仕事及び習慣関連ストレス
要因の変化を観察した．更に，介入 2 カ月後の精神的健康度の変化に関連した要因を検討した．

結果：コメント群で，身体的ストレス反応数と仕事の裁量度に有意な改善が見られた．精神的
健康の維持者も習慣改善者もコメント群でチャート群より 6％ 多かったが，統計的有意差は見ら
れなかった．全体の 17％ で 2 カ月後に CES-D≧16 への悪化が見られ，第 1 回調査時の健康度の低
さ，仕事負担の大きさ，職場外支援の少なさ及び，2 カ月後の仕事裁量度や周囲からのサポートの
有意な減少が，精神的健康度低下のリスク要因となっていた．

結論：MENTAL-ROSAI の個別報告書に結果の説明や改善のためのコメントを付加すること
で，身体的ストレス反応の低減効果が確認された．一方，健康度悪化のリスク要因を抱える勤労
者には，今後，事業場内外の資源による積極的な個別支援の提供や，事業場における職場環境調
整や予防的介入等を加えていくことにより，MENTAL-ROSAI の簡易的保健指導を補完していく
必要性が示唆された．

（日職災医誌，58：135─144，2010）

―キーワード―
メンタルヘルス，ストレス，コンピュータプログラム

はじめに

近年，職場の人間関係，仕事の量や質，会社の将来性
や雇用の安定性の問題が勤労者の大きなストレスとなっ
ており，労働者の約 6 割が，自分の仕事や職業生活に関
して「強い不安，悩み，ストレスがある」と感じながら
生活している１）２）．また，勤労者の自殺者数は，毎年全体
の約 3 割にあたる 8～9 千人前後で推移しており，その
86％ が男性である３）．勤労者における自殺の原因・動機
の第 1 位は健康問題で，その 7 割はうつ病などの精神疾

患とされる３）．こうした背景から，勤労者の心の健康の保
持増進は今日の労働行政の重要課題と位置づけられ，個
人のメンタルヘルスの向上と組織の環境改善の双方を目
標とする健康支援対策の実施４）が重要になってきた．これ
に伴い，事業場においては，従来の精神的不健康者の早
期発見・早期治療や復職支援に加え，全労働者を対象と
したより予防的かつ健康支援的なストレス対策の実施が
求められている．

しかしながら，厚生労働省の調査によれば，心の健康
対策に取り組んでいる事業場は 2002 年調査で 23.5％１），
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2007 年でも 33.6％２）と未だに少ない状況にあり，未実施
の傾向は日本の企業の 9 割以上を占める従業員数 100 人
未満の中小企業において特に顕著である１）２）．取り組みを
実施していない理由としては，多くの事業場で専門ス
タッフの人材不足や取り組み方が分からないことが挙げ
られている１）２）．また，メンタルヘルス対策に対する企業
のニーズは「メンタルヘルス不調者の早期発見」「適切な
対応」が 7 割以上と最も高いが，実際に導入できている
対策は，管理者向け研修や長時間労働者への面接相談等，
法律やガイドラインで推奨された施策がほとんどで，
個々の勤労者を対象としたストレスチェックなどの予防
的な対応を実施できている企業は 50％ 未満に留まって
いる５）．

したがって，人的資源や専門知識が不十分な事業場に
おいても勤労者の個別メンタルヘルスチェックとその状
態に応じた対応に関する個別保健指導ができるメンタル
ヘルス対策システムの提供は，より多くの事業場におけ
る健康支援対策の推進に役立つと考えられる．そこで，
われわれは，従来から行ってきた予防医学的見地からの
職場のメンタルヘルス対策支援６）～９）の一環として，WEB
環境を利用したメンタルヘルスチェックシステム

“MENTAL-ROSAI”を開発した１０）１１）．
MENTAL-ROSAI は，コンピュータで自動化されたプ

ログラムで，参加登録，調査票への回答の収集から個別
結果の報告に至るまで，参加者とのやり取りは全て Web
上で非対面にて行われる１１）．これまで，個人向けのストレ
ス対策においては，ストレスへの気づきを促すことの重
要性が指摘され１２）１３），勤労者の精神的健康については，職
場における仕事の量，質，裁量度，適合性や人間関係な
どがストレッサーや緩和要因として関連１２）１４）～１７）している
ことや，労働時間や睡眠時間，食事，運動，飲酒や喫煙
などの生活習慣との関連１８）～２９）が報告されている．そこで，
MENTAL-ROSAI では，ストレス状態，仕事のストレス
要因およびライフスタイルについて調査票で包括的に
チェックし，回答に基づいてコンピュータで自動出力さ
れた個別報告書を Web 上で閲覧できるよう提供するこ
とで，勤労者一人ひとりのストレスへの気づきを促し，
自発的なセルフケアを喚起することを目指している．

日常の臨床経験では，検査等の結果をチャートや箇条
書きのみで患者に示すよりも，それぞれの結果の意味や
改善ポイントを説明することにより，患者の自分の状態
への気づきが増し，ストレス状態改善のため，積極的に
仕事ストレス要因や生活習慣の改善によるストレスのセ
ルフコントロール行動を試みるようになることを観察し
ている．また，書面により検診の受診を勧めた効果を検
討した研究からは，個別最適化されたメッセージは一律
的なメッセージよりも読まれやすく，記憶に残りやすい
ことが報告されている３０）．近年では，職域において，問診
票で勤労者のストレスの特徴を測定し，その結果を個別

に通知することで気づきを促し，ストレス対処へと繋げ
ようとする対策が実施されるようになってきている．こ
うしたストレスチェックの有効性を検討した無作為比較
研究（RCT）には，ストレス改善効果が見られたものと
見られなかったものがあるが３１）～３３），ストレス症状の低減
効果が報告された研究では，ストレスチェック後に結果
に関する個別の説明や保健指導を付加した３１）３２）という特
徴が見られている．したがって，非対面でのストレス
チェックの結果報告書に個人の状態に基づいた説明や保
健指導のコメントを付加して提供するという介入を行う
ことにより，ストレス症状やストレス要因の軽減に好影
響を与えることができる可能性が考えられる．

そこで，本研究では，MENTAL-ROSAI の個別結果報
告に個別コメントを付加することがストレス症状の低減
やストレス要因の改善に影響するかを明らかにすること
を目的に，介入前後で検討した．更に，介入実施後の精
神的健康度の変化に寄与する要因について検討した．

対象と方法

1）対象者
2006 年 6 月にコンピュータ関連企業 A 社の従業員を

対象に MENTAL-ROSAI を用いて第 1 回調査を行っ
た．調査参加者は，個別 ID とパスワードを用いて
MENTAL-ROSAI にログインし，Web 上で調査票に回
答，それに基づく結果の個別報告書を後日 Web 上にて
確認した．倫理的配慮として，事前に書面で研究趣旨を
説明し，Web 上にて同意の得られた者のみから回答を得
た．調査・介入実施にあたっては，労働者健康福祉機構
および横浜労災病院の倫理委員会による承認を得た．

調査に参加した男性従業員 505 名のうち，第 1 回調査
の時点において精神疾患（うつ病等）で治療中（n＝17，
3.4％）および CES-D（The Center for Epidemiologic
Studies Depression Scale）の評価で，うつ状態の疑いが
あった者（CES-D≧16：n＝171，33.9％）は，専門家によ
る診断と早期治療の重要性およびうつ病による自殺等の
危険性への配慮から，研究対象から除外して早期の専門
医への受診や産業保健スタッフへの相談を勧め，CES-D
≦15 の健常者のみを本研究の対象とした．

研究対象者 317 名を，個別結果報告をレーダーチャー
トや箇条書きにより簡潔に提示するチャート群（n＝
161）と，それに結果の説明や改善ポイントの保健指導コ
メントを付加したコメント群（n＝156）に無作為に分類
した．2 カ月後に第 2 回調査を行い，2 度の調査回答が得
られた 253 名［チャート群：128 名（回答率 79.5％），コ
メント群：125 名（80.1％）］を分析対象とし，健康度（抑
うつ度，ストレス反応），仕事ストレス要因，生活習慣の
変化を検討した．
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図1 健康習慣指数（HPI）算出に用いた習慣項目と生活習慣区分（安喰・森本，1991を
もとに作成）

2）調査項目
①基本的属性
年齢・結婚状況・勤続年数・職種・役職・勤務形態・

残業時間・過去 6 カ月以内の業務上の事故経験・現在の
精神疾患による治療の有無等 11 項目．

②抑うつ度
うつ状態の早期発見・早期治療の観点から，抑うつ症

状の自己評価尺度である CES-D 日本語版３４）３５）を用いた．
CES-D は，20 項目の合計得点（0～60 点）を指標とし，
高得点になるほど抑うつ症状が強いと判定される．また，
健常群と気分障害群の Cut Off Point は，15�16 点に設定
されている．

③仕事のストレス要因，ストレス反応および緩衝要因
職業性ストレス簡易調査票３６）57 項目版を利用し，仕事

のストレス要因（仕事の負担度，仕事のコントロール度，
対人関係，仕事の適合度），ストレス反応（心理的ストレ
ス反応，身体的ストレス反応），職場と家庭での支援［職
場内（上司・同僚）支援，職場外（家族・友人）支援］に
ついてそれぞれ 4 件法で評価した．

④生活習慣
うつ状態との関連が指摘されている運動不足，不規則

な生活，食事，睡眠，過度の労働や飲酒，喫煙等の生活
習慣 13 項目について，森本３７）の生活習慣調査票を参考に
尋ねた．回答者の生活習慣の健康度の評定は，安喰・森
本３８）の基準に基づき，図 1 に示す 7 項目について，健康に
とって望ましい習慣「あり」を 1 点，「なし」を 0 点と得
点化し，7 項目の合計点を健康習慣指数（Health Practice
Index：以下 HPI）として評価に用いた．更に，HPI 得点
により生活習慣を不良（HPI＝0～3 点），中庸（HPI＝4～
5 点），良好（HPI＝6～7 点）の 3 カテゴリーに分類して
評価した．
3）統計解析
第 1 回調査時における 2 群の基本的属性の差異を，χ2

検定および t 検定で確認した．介入法による 2 カ月後の
変化の差異は，抑うつ度，心理的・身体的ストレス反応，
仕事ストレス要因，HPI を従属変数とする二要因分散分
析を用いて検討した．生活習慣の差異の統計学的検定に
は χ2検定およびマクネマー検定を使用した．

更に，2 カ月後の健康状態の維持と悪化に関連する要

因を検討するため，分析対象者全体について，2 カ月後も
CES-D≦15 であった者を精神的健康状態の「維持群」，
CES-D≧16 となった者を「悪化群」として比較した．仕
事ストレス要因および生活習慣の変化については二要因
分散分析，健康度悪化のリスクについては共分散分析を
用いて検討した．

分析には，SPSS 15.0J for Windows を用い，統計的有意
水準を危険率 5％ 未満とした．

結 果

1．対象者の基本的属性
第 1 回調査時における対象の基本的属性を表 1 に示

す．両群共に，40 歳代が約 4 割と最も多く，職種では技
術職が約 6 割，役職では一般職が約 7 割と大半を占めて
おり，群間差は見られなかった．チャート群の 1 名を除
く全員が日中勤務者で，直近 3 カ月の月平均残業時間は，
チャート群が 40.45±20.1 時間，コメント群が 43.47±19.3
時間で差はなかった．勤務月数にのみ群間差が見られ，
チャート群で 220.7±100.7 カ月と，コメント群の 194.2±
105.9 カ月より勤務期間が有意に長かった（p＜.05）．
2．健康度の変化
2 カ月後に身体的ストレス反応数で有意な交互作用が

認められ（p＜.05），コメント群のみで症状数が有意に減
少していた（図 2）．心理的ストレス反応数も，コメント
群では減少したのに対し，チャート群では増加が見られ
たが，統計的に有意な変化や交互作用は見られなかった

（図 3）．CES-D 得点は両群に有意な上昇が 見 ら れ
（p＜.001），抑うつ度が高まっていたが，交互作用は見ら
れなかった（図 4）．2 カ月後に気分障害の区分点を超え

（CES-D≧16）抑うつ状態が疑われるようになった者は，
チャート群で 19.5％ とコメント群（13.6％）より約 6％ 多
かったが，統計的有意差は見られなかった．
3．仕事ストレス要因の変化
仕事のコントロール度（得点が高くなるほど裁量度が

小さい）でのみ有意な交互作用が見られた（表 2）．コメ
ント群では得点が低下し，仕事の裁量度の増加が示され
たのに対し，チャート群では得点が上昇し，裁量度の減
少が示された．
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図2 身体的ストレス反応の変化

図3 心理的ストレス反応の変化

図4 抑うつ度の変化 

表1 介入対象者の基本的属性

χ2コメント群（n ＝ 125）チャート群（n ＝ 128）全体
p（ % ）n（ % ）n（ % ）n

n.s.（69.6）87（64.1）82（66.8）169既婚結婚状況

n.s.（14.4）18（10.9）14（12.6）3220代年齢
（32.0）40（28.1）36（30.0）7630代
（37.6）47（40.6）52（39.1）9940代
（16.0）20（20.3）26（18.2）4650代

n.s.（12.0）15（16.4）21（14.2）36事務職職種
（20.8）26（18.0）23（19.4）49営業職
（59.2）74（57.0）73（58.1）147技術職
 （8.0）10 （8.6）11 （8.3）21その他

n.s.（68.8）86（71.1）91（70.0）177一般職役職
（24.0）30（20.3）26（22.1）56中間管理職
 （3.2）4 （7.8）10 （5.5）14上級管理職
 （0.0）0 （0.8）1 （0.4）1役員
 （4.0）5 （0.0）0 （2.0）5その他

n.s.（100.0）125（99.2）127（99.6）252日中の勤務勤務形態

n.s.（99.2）124（99.2）127（99.2）251なし過去半年の業務上の事故・災害

4．生活習慣の変化
第 1 回調査の結果，両群共に HPI で判定した生活習慣

が「不良」の者は，チャート群で 53.1％，コメント群で
56.0％ と半数以上を占めていた．反対に，「良好」な者は
チャート群で 4.7％，コメント群で 5.6％ にすぎなかっ
た．第 1 回調査と第 2 回調査における HPI 得点を比較し
た結果，両群共に有意な習慣の変化は見られなかった．
2 カ月後に HPI 得点が上昇した者を全体的な習慣が「改
善」，低下した者を「悪化」，得点変化がない者を「不変」
として，その割合を比較した結果，コメント群でチャー
ト群より「改善」者が 6％ 多かったが，統計的有意差は
見られなかった（表 3）．

それぞれの生活習慣について検討した結果を表 3 に示
す．生活や食事の規則性，栄養バランス，趣味，自覚的



伊藤ら：WEB 環境を利用したメンタルヘルスチェックシステム“MENTAL-ROSAI”の介入効果の検討 139

表2 仕事ストレス要因の変化

コメント群チャート群

F第2回調査第1回調査第2回調査第1回調査

Group×TimeTimeGroup（SD）Mean（SD）Mean（SD）Mean（SD）Mean

0.5210.0391.724（3.5）16.3（3.6）16.5（3.9）15.9（3.7）15.8仕事負担度
4.051＊0.0690.329（2.0）6.4（1.9）6.7（2.0）6.5（1.7）6.3コントロール度
0.4330.1520.054（1.7）9.1（2.0）9.0（1.8）9.0（1.8）9.2対人関係
1.4300.0050.213（1.7）6.1（1.8）6.2（2.0）6.1（1.7）6.0仕事の適合性
0.0361.1190.959（3.8）13.8（4.1）13.6（3.8）14.3（3.5）14.0職場内支援度
0.0270.3021.007（2.0）5.1（2.1）5.1（2.0）5.3（1.9）5.3職場外支援度
＊p＜.05

ストレス等においては，健康に望ましいとされる習慣を
持つ者が両群共に大多数を占めていた．その反面，労働
時間，睡眠，忙しさについては，望ましくないとされる
習慣の者が約 8 割を占めた．第 1 回調査における 2 群の
習慣の差は「食事の規則性」においてのみ見られ，コメ
ント群で食事が不規則な者が有意に多かった（p＜.05）．
2 カ月後の第 2 回調査では，いずれの習慣項目にも群間
差は見られず，また両群共に，生活習慣の有意な変化は
見られなかった．
5．精神的健康度への関連要因
本研究では第 1 回調査時において CES-D≦15 でスト

レス度が低い健常者のみを介入対象者とした．したがっ
て，介入の目的は精神的健康度の維持・増進であったが，
2 カ月後には両群共に抑うつ得点の上昇が見られ，群間
に差はなかった．そこで，分析対象者全体（n＝253）に
おいて，2 カ月後に CES-D≧16 となった精神的健康度

「悪化」群（全体の 17％，n＝42）と CES-D≦15（全体の
83％，n＝211）の「維持」群とに分け，健康度の維持と
悪化に関連した仕事ストレス要因および習慣要因につい
て比較検討した．

維持群と悪化群では基本特性において，婚姻状況での
み違いが見られ，維持群で既婚者の比率がより高かった

（p＜.05）．年齢，職種，役職などに違いは見られなかった．
健康度，仕事ストレス要因，および健康習慣について

の検討結果（表 4）より，2 カ月後に精神的健康度が悪化
した者の特徴として，維持群に比べ，第 1 回調査の時点
で，抑うつ度が高い，心身のストレス反応数が多い，仕
事の負担が大きい，職場外（家族・友人から）の支援が
少ない（p＜.05）ことが示された．更に 2 カ月後，悪化群
では，仕事の負担度がより大きくなった反面，ストレス
緩和要因とされる仕事のコントロール度や職場内（上
司・同僚）および職場外で受けられる支援が有意に減り

（p＜.05），抑うつ度や心身のストレス反応数が有意に上
昇していた（p＜.001）．

健康度の悪化群では，HPI で評価した習慣悪化者の比
率が 33.3％ と維持群より 10.6％ 多く，習慣改善者の割合
は 15.6％ と 8％ 少なかったが，統計的有意差は見られ
ず，HPI 得点でも介入前後の変化や群間差は見られな

かった（表 4）．各習慣項目について検討した結果，第 1
回調査時における 11 時間以上の労働（F（3, 252）＝4.165，
p＝.007）と自覚的ストレスの多さ（F（2, 252）＝5.823，
p＝.003）が，2 カ月後の精神的健康度の低下と有意に関
連し，抑うつ得点上昇のハイリスク要因となっていたこ
とが示された．また，多忙感（F（1, 252）＝3.316，p＝.070）
と月 1 回以下の運動（F（2, 252）＝2.715，p＝.068）も抑
うつ得点上昇のハイリスク要因となる傾向が示された．

考 察

勤労者におけるストレスチェックの有効性について
は，チェック後に結果の個別説明や保健指導を付加する
ことによる自覚的ストレス症状の低減効果が報告されて
いる３１）３２）．そこで，本研究では，結果の個別説明やストレ
ス要因改善に関するアドバイスを，インターネットによ
る非対面のメンタルヘルスチェックシステムの結果報告
書に付加することにより，同様にストレス症状やストレ
ス要因の改善効果を得ることが出来るかを検討した．そ
の結果，チャートや箇条書きのみで結果をプロフィール
提示した群に比べ，それに個別コメントを付与した群で
は，身体的ストレス症状数の有意な減少と，仕事のコン
トロール度の改善という好ましい変化が見られた．精神
的健康（CES-D≦15）の維持者も習慣の改善者もコメント
群でチャート群より約 6％ 多かったが，いずれも統計的
有意差は見られず，また心理的なストレス症状や生活習
慣に有意な変化が見られない，抑うつ得点は両群共に有
意に上昇するなど，課題も残る結果となった．

健康度に関しては，日本人勤労者を対象に職域で Web
による職業性ストレス簡易調査票を実施した研究から，
Web 上での個別プロフィール返却のみでは 1 年後の自
覚的ストレス反応に変化はないが，チェック後に面談を
実施した群では，心理的および身体的ストレス反応が有
意に低下したことが報告されている３２）．本研究では，すべ
てのプロセスを非対面で実施する可能性を探るため，面
談の代わりに，Web 上の個別報告書内に個別結果の説明
や改善点に関するコメントを付加することで同様の効果
を得ることを試みた．その結果，同様に身体的ストレス
反応の低減効果が確認された一方，心理的ストレス反応
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表3 生活習慣の変化

（%）

第2回調査

コメント群（n＝125）チャート群（n＝128）

McNemar
p

望ましい
（%）

望ましく
ない（%）計McNemar

p
望ましい
（%）

望ましく
ない（%）計項目

0.1154.833.638.40.1086.320.326.6不規則望ましくない食事

第
1
回
調
査

50.411.261.660.213.373.4規則正しい望ましい
55.244.8100.066.433.6100.0計

1.0008.047.255.20.0572.346.949.2月1回以下望ましくない運動習慣
36.88.044.842.28.650.8週1回以上望ましい
44.855.2100.044.555.5100.0計

1.0005.647.252.80.1250.858.659.4毎日・しない望ましくない飲酒
41.65.647.235.94.740.6時々望ましい
47.252.8100.036.763.3100.0計

1.0004.854.459.21.0003.950.053.9喫煙歴あり望ましくない喫煙
36.84.040.846.10.046.1喫煙しない望ましい
41.658.4100.050.050.0100.0計

1.0005.675.280.80.5813.972.776.610時間以上望ましくない労働時間
13.65.619.217.26.323.49時間以下望ましい
19.280.8100.021.178.9100.0計

0.3445.679.284.80.5084.776.681.36時間以下望ましくない睡眠
12.82.415.216.42.318.87～8時間望ましい
18.481.6100.021.178.9100.0計

0.4531.65.67.21.0000.87.88.6なし望ましくない趣味
88.84.092.889.81.691.4あり望ましい
90.49.6100.090.69.4100.0計

1.0007.276.884.00.4544.771.976.6忙しい方望ましくない多忙感
9.66.416.015.67.823.4暇な方望ましい
16.883.2100.020.379.7100.0計

1.0007.222.429.60.8327.816.424.2不規則望ましくない生活
64.06.470.466.49.475.8規則正しい望ましい
71.228.8100.074.225.8100.0計

0.3753.228.031.21.0003.228.031.2時々望ましくない朝食
68.00.868.868.00.868.8ほぼ毎日望ましい
71.228.8100.071.228.8100.0計

1.0008.012.820.80.7544.710.214.8考えない望ましくない栄養バランス
71.28.079.282.03.185.2考える望ましい
79.220.8100.086.713.3100.0計

0.21012.017.629.61.0008.618.827.35杯以上望ましくないコーヒー･茶等
64.06.470.464.18.672.74杯まで望ましい
76.024.0100.072.727.3100.0計

1.0006.410.416.80.5036.312.518.8多い望ましくない自覚ストレス
76.86.483.271.99.481.3少ない･普通望ましい
83.216.8100.078.121.9100.0計

χ2コメント群チャート群
習慣（HPI）の変化 p悪化（%）不変（%）改善（%）悪化（%）不変（%）改善（%）

0.46924.054.421.625.059.415.6

の変化においては統計的な違いが見られなかった．した
がって，今回，結果プロフィールに付加した個別化され
た結果説明や改善アドバイスのコメントは，結果プロ
フィールのみのフィードバックに比べ，部分的なストレ
ス状態の改善効果は期待できるものの，先行研究で示さ
れたような，より個別化されたやり取りやサポートが可
能となる個別面談を加えた場合と同様の効果をもたらす
には不十分であったと推測された．抑うつ症状の軽減を

目的とした 69 のプログラムのメタアナリシスからも，効
果サイズの大きいプログラムは，専門家による認知的技
法やカウンセリング，スキルトレーニング等の介入を複
数セッション含むという特徴が示されており３９），今後，事
業場内産業保健スタッフや労災病院勤労者メンタルヘル
スセンターなどの事業場外資源が提供する相談や研修
サービスへと繋げる工夫を講じることにより，
MENTAL-ROSAI の簡易的保健指導を補完できる可能
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表4 健康度・仕事ストレス要因・生活習慣の変化

悪化群維持群

F第2回調査第1回調査第2回調査第1回調査

Group×TimeTimeGroupMean（SD）Mean（SD）Mean（SD）Mean（SD）
＊ ＊ ＊141.58＊ ＊ ＊122.59＊ ＊ ＊199.39（3.9）20.3（3.3）11.8（4.3）7.8（3.9）8.1CES-D（抑うつ度）健

康
度

＊ ＊ ＊21.33＊ ＊11.32＊ ＊ ＊95.91（4.2）8.3（4.0）6.1（2.5）2.9（2.8）3.2心理的ストレス反応数
＊ ＊11.882.89＊ ＊ ＊28.82（2.2）3.1（1.8）2.3（1.6）1.2（1.8）1.5身体的ストレス反応数
＊4.072.22＊ ＊ ＊14.26（3.4）14.0（4.2）14.9（3.6）16.6（3.5）16.4仕事負担度仕

事
ス
ト
レ
ス
要
因

＊ ＊ ＊11.27＊4.25＊ ＊ ＊12.52（1.9）7.7（1.9）6.8（1.9）6.2（1.7）6.4コントロール度
1.561.28＊ ＊7.73（1.8）8.3（2.0）8.7（1.7）9.2（1.9）9.2対人関係
1.230.65＊ ＊10.18（1.6）6.9（1.7）6.7（1.8）5.9（1.8）5.9仕事の適合性

＊ ＊9.61＊ ＊8.27＊ ＊7.46（3.5）16.0（3.9）14.6（3.7）13.6（3.8）13.7職場内支援度
＊3.913.00＊ ＊10.10（2.3）6.3（2.1）5.8（1.9）5.0（2.0）5.1職場外支援度

0.953.797.74（1.2）2.7（1.3）2.9（1.4）3.4（1.4）3.4HPI（健康習慣指数）
＊p＜.05，＊ ＊p＜.01，＊ ＊ ＊p＜.001

性が考えられる．
本研究では倫理的配慮等から，第 1 回調査で抑うつ状

態の疑いのある者（CES-D≧16）は介入対象から除き，抑
うつ度の低い健常者のみを対象とした．したがって，介
入の目的は精神的健康度の維持・増進であったが，2 カ
月後に分析対象全体の 17％ が CES-D≧16 へと悪化して
いた．Jané-Llopis らは，うつ予防プログラムの効果サイ
ズは治療プログラムより小さい傾向があり，これは，将
来のメンタルヘルスにリスクが有る人にも無い人にも，
同じ方略を用いて介入することに拠るところが大きいと
指摘している３９）．実際，職域での個人向けストレス対策
は，様々な属性やニーズを持つ対象者を相手とした一次
予防であるため，実施した対策が効果的な対象者とそう
でない対象者が混在している４０）．そこで，今後の効果的予
防介入支援の推進のため，本研究における抑うつ度悪化
のリスク要因と，MENTAL-ROSAI が有効であった対象
の特徴を検討した．

その結果，精神的健康度が悪化した者は，維持できた
者に比べ，第 1 回調査の時点から抑うつ得点が高かった
ことが明らかとなった．うつ予防介入に関しては，Allart-
van Dam らが，うつ症状のある成人を対象とした RCT
から，うつ病予防グループコース介入群でもアセスメン
トとアドバイスのみの統制群でも 1 年以内に 25％ 以上
に抑うつ障害が生じ，予防効果が得られるのは，もとも
との抑うつレベルが低い参加者に限定されていたことを
報告している４１）．本研究の結果は，これと類似したもので
あり，MENTAL-ROSAI の精神的健康の維持効果も，介
入開始時の抑うつレベルが低い者に顕著であると考えら
れた．

ストレスによる健康問題は，仕事の要求度が大きく，
コントロール度（裁量度や自由度）やサポートが小さい
といった要素が重なる場合に生じやすいことが，「仕事の
要求度―コントロールモデル１４）」や「要求度―コントロー
ル―心理的支援モデル４２）」に基づく研究１２）１５）１７）から明らか

にされてきた．本研究でも同様に，健康度の悪化群では
2 カ月後に仕事の負担度が増加し，仕事の裁量度や周囲
からのサポートなどストレス緩衝要因が悪化しているこ
とが確認され，予防のためには，職場でのよい人間関係
と高い決定権をターゲットとした介入が適切１６）であると
考えられた．また，介入前における 11 時間以上の労働や
自覚的ストレスの多さが 2 カ月後の精神的健康度の低下
と有意に関連しており，全般的疲労，身体症状，不安感
等の有意な上昇の危険因子とされる 1 日 11 時間以上（月
260 時間以上）の労働２７）２８）が，本研究対象者においても健
康度悪化のハイリスク要因であることが示された．

これらの健康度悪化のハイリスク要因を有する勤労者
に対しては，MENTAL-ROSAI の実施に加え，事業場内
産業保健スタッフや事業場外資源による積極的な個別支
援の付加の必要性が示唆される．同時に，こうした仕事
関連のストレス要因については，個人の努力だけでは対
処や改善が難しい部分も大きいため，コミュニケーショ
ンや労働環境の改善に関し，事業場においてハイリスク
要因軽減のための職場環境調整や予防的介入を実施して
いくことも重要と考えられた．

生活習慣に関しては，コメント群ではチャート群より
HPI の改善者が 6％ 多かったものの，ストレスとの関連
が指摘される習慣についての情報提供や改善アドバイス
のコメントを付加しても，2 カ月後の習慣行動に有意な
変化は見られなかった．職域で用いられる健康習慣のリ
スクチェックの健康関連結果へのインパクトに関するエ
ビデンスは弱く４３）～４５），その理由として，複雑な行動を変え
るには，リスクに関する情報提供のみでは十分でないこ
とが指摘されている４６）．行動変容においては，対象者に現
在の状態や疾病予防に関する知識を分かりやすく伝達
し，セルフコントロールのための技術を高め，行動を変
えたいと望む意欲を高めていくことが必要とされる４７）．
今回付加したコメントは，ストレス状態と関連するリス
ク要因を具体的に指摘することにより，気づきから自主
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的な改善行動へと繋げることを目標に作成されていた
が，リスクの指摘と一般的な知識情報に重点が置かれ，
問題とされる行動の具体的な改善法の提供や改善意欲を
高める工夫は不十分であった可能性がある．

健康習慣のリスクチェックについては，行動的結果よ
りも，情報提供による現状や将来の健康への気づきの高
まりや行動変容への自己効力感の増強，行動変容の決意
といった多理論統合理論４８）の初期の変容ステージにおけ
る認知的な変容プロセスへのインパクトに焦点を当てる
べきとされる４５）．しかし本研究では，報告書閲覧後におけ
るストレス対処や習慣改善への意欲については確認して
おらず，この点に関する調査と検討は，MENTAL-
ROSAI の効果検討における今後の課題の一つである．

一方，健康習慣のリスクチェックについては，職場の
定期健診において，通常の検診結果に関する医師との面
談に加え，コンピュータによるリスクチェックの結果報
告書とそれに関する医師の面談を提供した場合，身体活
動などチェックで指摘されたリスク要因に，より大きな
改善効果が見られることが報告されている４９）．また，個人
が改善したいと思うリスク行動について，行動変容を望
む理由やバリア，リスクや恩恵，自己効力感に関する認
識などの心理社会的因子に基づいてコンピュータで個別
化した行動変容情報を結果報告書に加えた場合，従来の
報告書提供の場合よりリスク行動の改善者が 18％ 多
かったという報告もある４６）．したがって，今後は，職域に
おいて MENTAL-ROSAI を産業保健活動に役立てられ
る仕組みについて検討していくと同時に，MENTAL-
ROSAI を誰でもどこからでも活用できる簡便なメンタ
ルヘルスチェックシステムと位置づけ，認知的な要因も
考慮に入れた個別結果報告システムへの改良を検討して
いくことにより，メンタルヘルス推進のための人的資源
不足という問題を抱える事業場の支援という側面から
も，勤労者の健康支援における本システムの有用性を高
めていきたいと考える．
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Effects of the “MENTAL-ROSAI” Web-based Mental Health Check System among
Japanese Male Employees

Sakurako Ito1)2), Haruyoshi Yamamoto1), Kenji Kodama1), Hiroko Momotani1) and Akira Tsuda2)
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2)Kurume University

OBJECTIVES: MENTAL-ROSAI is a newly developed web-based mental health check system. Its users
can self-check stress symptoms, work and lifestyle related stress, and receive reports based on the check re-
sults on the web. This randomized study sought to determine if adding tailored explanations of personal results
and comments for stress management advices from healthcare professionals to the simple report giving scores
and charts would be more effective in maintaining mental wellness and promoting stress management behav-
iors.

METHODS: The survey using MENTAL-ROSAI was conducted on 546 employees of a Japanese IT com-
pany. Based on the first survey, 317 males, who were not under treatment for mental illness and having few de-
pression symptoms (CES-D≦15), were randomly allocated to the Chart Group receiving a simple report con-
taining scores and charts only (n＝161) or the Comment Group receiving individually tailored comments added
to the simple report (n＝156). The changes in stress reactions, work and lifestyle related stress were assessed at
a 2-month follow-up. The factors related to the change in mental health condition were also determined.

RESULTS: The improvements in somatic stress reactions and job control were significant only in the Com-
ment Group. Maintenance of mental wellness and improvement of lifestyle were observed in 6％ more subjects
in the Comment Group, but the difference was not statistically significant. At 2 months, 17％ of all subjects
scored over 16 on CES-D and showed the deterioration of mental health. Higher depression and stress reaction
scores, heavier workload, less support at the first survey, and significant decrease in job control and support
were significantly associated with higher depression score at 2 months.

CONCLUSIONS: Adding tailored comments to the simple report of MENTAL-ROSAI were more effective
in decreasing somatic stress reactions. However, for those workers with risk factors for alleviating mental
health, the necessity of complementing the concise report of MENTAL-ROSAI by extending the existing
health care services of our mental health center and�or by adjusting worksite environments utilizing work-
place health services was also suggested.

(JJOMT, 58: 135―144, 2010)
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